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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度における我が国の経済は、前半は、企業収益が堅調に推移し、個人消費も持

ち直しがみられるなど、景気は緩やかに拡大しましたが、後半には、企業の設備投資に慎重

さがみられ、雇用情勢にも厳しさが残るなど、景気回復に慎重な見方が広がって参りました。 

情報通信分野におきましては、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」「ＩＴ新改革戦略」更には「次世代ブロード

バンド戦略２０１０」が目指すブロードバンドによるユビキタスネットワーク社会の形成に向け、

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構築に関する取り組みが加速するとともに、ＩＰ化に伴う固定と

移動、通信と放送等サービスの融合、並びに映像・音楽の配信やＳＮＳ等のプラットホーム型

サービスの拡大などにより、市場の多様化が進展しております。 

著しい成長を続けるブロードバンド市場におきましては、契約数が既に２，８００万を上回り、

世帯普及率も５４．７％に達するなど、世界有数の水準となり、とりわけ光アクセスサービスに

つきましては、利用機会の増大や各事業者の積極的なサービス展開などによ り、 契 約 数は

１，１００万を上回り、ブロードバンドサービスの本命として普及・拡大が更に進展しております。 

一方、固定電話市場におきましては、携帯電話の利用によるトラヒックの減少、及び光ＩＰ電

話サービスへの急激な移行拡大などにより、市場全体の縮退が続き、取り巻く事業環境は従

来にも増して厳しい状況となっております。 

このように極めて厳しい事業環境の中で、当社は、良質かつ安定的なユニバーサルサービ

スの提供に努めるとともに、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」並びに「ＮＴＴ西日本グループ中

期ヴィジョン」の実現に向け、「固定電話から光・ＩＰへの収益構造の早期転換」を目指し、光ア

クセスサービスの充実・高機能化等ブロードバンドビジネスの展開、地域の活性化や発展に

貢献するソリューションビジネスの展開、より快適で安心・安全な次世代ネットワークの構築・

提供、高度ＩＰ技術者の育成など、具体的には以下の取り組みを積極的に実施して参りまし

た。 

 

① ブロードバンドビジネスの展開 

“いつでもどこでも何でもつながる”ブロードバンドによるユビキタスネットワーク社会の実

現を目指し、平成１３年８月から光アクセスサービス「Ｂフレッツ」の本格的な提供を開始し、

その後も多様化するお客様ニーズにお応えするため、ＩＰｖ６対応による高機能化を図り、平

成１７年３月から「フレッツ・光プレミアム」の提供を開始するなど、サービスの拡充に取り組む

とともに、お客様サービスの向上や新たな利用シーンの創出など、光アクセスサービスの普

及・拡大に向けた取り組みを実施して参りました。 

当事業年度におきましては、集合住宅の形態や設備状況等により光アクセスサービスを

ご利用いただけなかったお客様からのご要望にお応えするため、小規模集合住宅向けの

「フレッツ・光プレミアム マンションタイプ ミニ」を昨年９月から提供開始いたしました。 

また、更なるお客様サービスの向上に向け、「光通信サービス即決管理システム」によるリ

ードタイム（申し込みから開通までの期間）短縮などを実施して参りましたが、より一層の利便

性向上を目的として、フレッツ公式サイト（http://flets-w.com）から、お客様ご自身が希望工

事日を決められる「Ｗｅｂ即決」を昨年７月から開始いたしました。 

一方で、ご家庭でのインターネットの利用形態は、年齢・性別を問わず生活の様々なシー

ンで手軽に利用するスタイルへと変わりつつある中、ブロードバンドを「より楽しく」「より簡単

に」利用したいというニーズが高まってきており、ＴＶゲーム機「Ｗｉｉ®」と光アクセスサービス
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「フレッツ光（*1）」の接続推進に向けた任天堂㈱様との協業を昨年１１月から開始し、家庭内

における新しいエンターテインメントの創出に取り組んで参りました。 

更に、パソコンやインターネットに不慣れなお客様にも安心して快適なブロードバンドライ

フを満喫していただけるように、㈱エヌ・ティ・ティ ネオメイトにおいて、インターネットやメー

ルの設定方法や使い方、プリンター等周辺機器の接続方法などを２４時間３６５日遠隔サポ

ートする「まかせて安心サービス」を昨年１０月から提供開始いたしました。 

こうした取り組みの結果、「フレッツ光」の西日本エリアにおける契約数が、昨年７月に３００

万回線を突破し、「フレッツ・ＡＤＳＬ」を含めたＮＴＴ西日本のブロードバンドサービスの当事

業年度末の契約数は６０６万回線となりました。 

*1：ＮＴＴ西日本が提供する光アクセスサービス「フレッツ 光ネクスト」「フレッツ・光プレミアム」「Ｂフレッツ」の

総称 

 

② ソリューションビジネスの展開 

企業における昨今の市場トレンドを踏まえたＢＣＰ（*2）や内部統制対応などのソリューショ

ンメニューの積極的な展開に加え、当事業年度におきましては、企業や自治体等において、

個人情報の漏洩などのセキュリティ事故が発生した際に、原因分析や解決策の提案を行う

「情報セキュリティインシデント対応サービス」を昨年８月から提供開始するなど、サービスラ

インナップの充実に取り組んで参りました。 

また、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」の実現を目的とした国や地方自治体における取り組みへの支援

として、当社のノウハウ・実績を活かした情報ハイウェイや地域イントラネットの構築、離島や

山間部等におけるデジタル・ディバイドの解消に向けた地域情報化計画の支援、更には行

政の効率化に向けた自治体アウトソーシングビジネスの提案などに取り組んで参りました。 

加えて、ＩＴ技術に関するスペシャリストの早期育成や地域密着型事業運営によるお客様

ニーズへの即応体制の確立等を目的として、㈱ＮＴＴ西日本－関西アイティメイト、並びに㈱

ＮＴＴ西日本－北陸アイティメイトを設立し、前年度に設立した会社とあわせ西日本の全エリ

ア（６ブロック）へ展開（*3）いたしました。 

更に、お客様サービスの一層の向上、並びに光アクセスサービスの普及・拡大に向け、こ

れまでの大規模・中堅企業のお客様を対象とした法人営業体制に加え、本社内に「オフィス

営業部」を設置するとともに、営業担当者の名称を「カスタマ・アテンダント」と定め、今後

益々重要性が高まる中小・ＳＯＨＯのお客様に対する提案力の強化に取り組んで参りまし

た。 

*2：Business Continuity Plan：企業が緊急時における事業継続のための方法や手段など決めておく計画 

*3：ＮＴＴ西日本各地域会社の１００％出資により設立された、㈱ＮＴＴ西日本－東海アイティメイト（H18.3：

設立、H19.7：㈱アイティメイト東海より商号変更）、㈱ＮＴＴ西日本－中国アイティメイト、㈱ＮＴＴ西日本

－四国アイティメイト、㈱ＮＴＴ西日本－九州アイティメイト（以上、H19.3：設立）、㈱ＮＴＴ西日本－関西

アイティメイト（H19.9：設立）、㈱ＮＴＴ西日本－北陸アイティメイト（H19.12：設立）の６社 

 

③ ＮＧＮのサービス開始に向けた取り組み 

ブロードバンドをより快適に安心してご利用いただくことを目的とした次世代ネットワーク

（ＮＧＮ）の構築に向け、平成１８年１２月に開始したフィールドトライアルを昨年４月から一般

のお客様に拡大し、また幅広い分野の事業者様との連携を図りつつ、お客様ニーズの把握

と技術確認に取り組んで参りました。 

トライアルショールーム「ＮＯＴＥ（梅田）（*4）」におきましては、ＮＧＮの概要をご説明すると
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ともに、ご家庭やビジネスでの利用シーンを想定し、高精細映像とステレオ音声による「ハイ

ビジョンＩＰテレビ電話」、発信者ＩＤ識別によりプライバシーを保護した「見守りサービス」、ハ

イビジョン映像による「テレビ会議システム」など、ＮＧＮを使ったアプリケーションや端末の展

示を行い、約５，８００名の方々にご来場いただくとともに、約８割の方々から『ＮＧＮによって

生活やビジネスが変化する』とのお声を頂戴いたしました。 

これらのトライアル結果を踏まえ、本年３月より大阪市の一部エリアで商用サービス「フレッ

ツ 光ネクスト」等の提供を開始し、既存の光アクセスサービス、光ＩＰ電話サービス、ＶＰＮサ

ービス、イーサネットサービスに相当する基本サービスに加え、よりクリアな音質での通話が

可能な「高音質電話」や滑らかで自然な動きの映像通信が可能な「テレビ電話」、更にはＶ

ＯＤ（*5）等のコンテンツ配信サービスを高品質かつ安定的に配信・視聴することが可能な

「品質確保機能（ＱｏＳ（*6））」など、新たなサービスの提供も開始いたしました。 

今後も、引き続き提供エリアの拡大と円滑なサービス提供に努めるとともに、広帯域・高品

質・高セキュリティ等のＮＧＮの特長を活かした利便性の高い新サービスの開発、並びにＮ

ＧＮのオープン性を活かした様々な事業者様との幅広い連携・協業による独創性の高いサ

ービスの創出に努めるなど、ＮＧＮの魅力を更に向上させるサービスラインナップの充実に

取り組んで参ります。 

*4：「NGN OPEN TRIAL EXHIBITION」の略で、平成１８年１２月２０日から平成１９年１２月１７日までの約１年、

東京（大手町）と大阪（梅田）にオープンした完全予約制のショールーム 

*5：Video On Demand：ユーザの見たい時に様々な映像コンテンツを配信するシステム 

*6：Quality of Service：通信の品質を確保するために、ルータ等に実装される技術 

 

④ 高度ＩＰ技術者の育成に向けた取り組み 

技術革新や市場環境の変化が続く中、お客様ニーズへ的確に対応するため、ネットワー

ク系からアクセス系、宅内系に至る業務分野において、サービス品質の向上に向けた高度Ｉ

Ｐ技術者の育成に取り組んで参りました。 

具体的には、光アクセス技術のプロとして、計画～構築～保守までの一連の業務を掌握

し、テクニカルスキルのみならず、応用力、直感力が働く技術者の育成を目的とした「光プロ

フェッショナルカレッジ」を昨年４月に設立するとともに、家庭内におけるＩＴ環境の充実に関

する要望に、ワンストップでお応えできる技術者の育成を目的とした「情報端末プロフェッシ

ョナルコース」を昨年８月に開講いたしました。 

更に、今後のサービス基盤となるＮＧＮのサービスオペレーション業務に精通した技術者

の育成、及び従来の電話系サービスの安定的維持に向けた技能向上を目的とした「テクノ

カレッジ」を昨年７月からＮＴＴ西日本エリアの６ブロックに順次開校いたしました。 

今後も、本取り組み等を継続的に実施することにより、高度ＩＰ技術者の育成に取り組んで

参ります。 

加えて、お客様に安定した通信サービスを提供するため、これまでも通信設備工事の品

質・安全等の維持向上に取り組んで参りましたが、当社と工事協力会社が一体となって「お

客様の視点に立った工事」「コンプライアンスを重視した工事」の推進を図るとともに、工事に

関するご意見やご要望等を承り、迅速な対応を行う「工事問合せ受付センタ」を昨年１１月か

ら各支店に設置するなど、お客様に更に安心していただける設備工事の推進に取り組んで

参りました。 
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⑤ ＣＳＲ活動の推進 

ＮＴＴ西日本グループのＣＳＲにつきましては、経営の重要な柱と位置づけ、本業を通じ

て「社会的」「経済的」「人間的」価値を創造することにより企業価値を高め、安心・安全な社

会の実現に貢献していく取り組みをグループ一体となって推進して参りました。 

具体的には、「ＮＴＴ西日本グループが考えるＣＳＲ」を策定し、各種研修などによる「理解

促進」を図るとともに、「実践と定着」に向けた日常業務における活動目標の明確化、進捗状

況の把握・分析、及び具体的な改善等に取り組むためのアクションプラン「ＣＳＲ２０」の策

定・展開に取り組んで参りました。 

また、ＣＳＲ推進の基本となるコンプライアンス、及びビジネスリスクマネジメントの徹底を図

るため、「企業倫理の日」や「企業倫理強化月間」の設定などを通じ、高い倫理観の醸成と

不正・不祥事を起させない組織風土づくりを徹底して参りました。 

加えて、環境保護に関わる活動につきましては、「ＮＴＴ西日本グループ地球環境憲章」

のもと、事業活動、並びに自社の商品・サービスが社会に与える環境負荷を低減するため、

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）運動を徹底し、通信設備をはじめとした産業廃棄物の

削減を推進するとともに、温暖化防止に向けた取り組みとして、通信サービスを提供するた

めの電力使用量の削減や「夏の適正冷房（２８℃）」や「冬の適正暖房（２０℃）」の徹底など、

各種節電施策を通じたオフィスにおける電力使用量の削減にも積極的に取り組んで参りま

した。 

 

以上に加え、更なるお客様情報の保護強化に向けた取り組みとして、「お客様情報保護強

化期間」を設定し、全社員を対象とした研修やお客様情報を取り扱う業務委託先会社におけ

る情報の取り扱い状況・運用状況のチェックを目的とした立入り点検、及び委託先責任者・従

事者に対する研修を実施するなど、お客様情報保護意識のより一層の向上と適正な運用管

理等の推進に努めて参りました。 

また、社外への添付ファイル付きメールの送信時において、チェックツールを用いた規制を

行い、不適切な情報受渡しの防止を図るとともに、社員や業務委託先会社の従事者が所有

する自宅パソコン等にお客様情報・業務関連情報が保存されていないことの一斉点検を実施

するなど、会社をあげてお客様情報保護の強化に努めて参りました。 

 

更に、豪雨や台風、及び地震といった災害発生時において、地域社会の一員として、より

安心・安全な社会づくりに貢献するため、ＮＴＴ西日本エリアの３３支店に「生活復旧」及び「ビ

ジネス復旧」を支援する「お客様支援機能」を設置し、自然災害等の発生に備え、ＮＴＴ西日

本ビル内のフロア整備等を実施するとともに、ＢＣＰ推進に向けた災害に強い設備構築に関

する自治体や法人のお客様からの相談に対する対応などを行って参りました。 

また、実際の災害発生時においては、災害対策本部と一体的に機能し、通信サービスの

復旧と並行して、緊急避難用にＮＴＴ西日本ビルの屋上やフロアの提供、被災されたお客様

へ電話機の貸出しなど、支援活動を積極的に展開することといたします。 

 

こうした取り組みのベースとして、お客様に安心してサービスをご利用いただけるよう、ＮＴＴ

西日本グループ全体で「カスタマー・ファースト活動」を更に推進していくことで、引き続きお

客様からの信頼確保に努めて参りました。 
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最後に、１０４番号案内サービスにおきまして、お客様の利便性向上等を目的として、ご案

内した電話番号にそのままおつなぎする「ＤＩＡＬ１０４」サービスを昨年７月から提供開始いた

しましたが、昨年７月から同年１０月にかけて実施しました、「ＤＩＡＬ１０４」のテレビコマーシャ

ル、新聞広告、雑誌広告、駅貼りポスター、並びに鉄道・バスの車内広告の表示について、

取引条件が実際のものよりも著しく有利であると一般消費者に誤認されるものとして、景品表

示法第６条第１項の規定により、公正取引委員会から排除命令を受けました。お客様にご迷

惑をおかけしましたことにつきまして、深くお詫び申し上げます。今後は、お客様が安心してご

利用いただけるよう、適切な対策を徹底するとともに、より一層のサービス向上に努めて参ります。 

 

以上の取り組みの結果、当事業年度における営業収益は１兆９，０１２億円（前年同期比

２．６％減）、経常利益は２４８億円（前年同期比５３．９％減）となりましたが、繰延税金資産

計上額の見直しを行った影響等により３７７億円の当期純損失となりました。 

 

 



(単位　百万円)
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６１８，５４５ ６０５，４３２ △ １３，１１２

４，１８１ ３，９９０ △ １９０

５０３，４８９ ４７９，１４６ △ ２４，３４３

１８，４４４ １７，３５５ △ １，０８８

１，５２７ １，６５６ １２９

２２６ ２７８ ５２

３５，３０３ ４２，５４７ ７，２４４

１７８，２７２ １７７，５９８ △ ６７３

－ ２１，４３２ ２１，４３２

１９，６３９ ２９，３０８ ９，６６９

１０７，１９７ １０７，７３５ ５３８

２，９７０，７９４ ２，８６３，３０４ △ １０７，４９０

６，３１８ ５，７７９ △ ５３９

５２，１２０ ４６，００４ △ ６，１１６

３，３０２ ３，４４９ １４６

２７６，５０１ １５４，４１４ △ １２２，０８７

１２，０９６ １０，９３０ △ １，１６５

△ １，５５５ △ １，４６６ ８８

３４８，７８４ ２１９，１１０ △ １２９，６７３

３，３１９，５７９ ３，０８２，４１５ △ ２３７，１６４

６０，７１０ １３５，９０１ ７５，１９０

２７５ １０７ △ １６７

３７１，９２５ ３０３，４３１ △ ６８，４９３

５５，１０１ ３８，５５９ △ １６，５４２

３２，５７７ ２５，７６２ △ ６，８１５

２，１０６ ２，４３８ ３３１

５，５４３ ６，０４３ ５００

５，７１３ ４，１５８ △ １，５５４

１９，５１５ １８，３６６ △ １，１４８

△ ２，０２５ △ ２，２６４ △ ２３８

５５１，４４４ ５３２，５０４ △ １８，９３９

３，８７１，０２３ ３，６１４，９１９ △ ２５６，１０３資 産 合 計

端 末 設 備

増    減 (△)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 設 備

 ２．比 較 貸 借 対 照 表 

第   ９   期

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

第   ８   期

科　　　　　　　　　目

電気通信事業固定資産

空 中 線 設 備

市 内 線 路 設 備

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

無 形 固 定 資 産

市 外 線 路 設 備

土 木 設 備

海 底 線 設 備

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産 合 計

受 取 手 形

売 掛 金

未 収 入 金

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

前 払 費 用

貯 蔵 品

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

その他の投資及びその他の資産

電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

(　 資 　産　 の 　部 　)

投 資 そ の 他 の 資 産

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

車 両 及 び 船 舶
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(単位　百万円)

１，０７４，７５７ １，０２１，０３２ △ ５３，７２４

－ ３５，３２０ ３５，３２０

５４８，１６５ ３４１，１７６ △ ２０６，９８８

－ １１，３６０ １１，３６０

２０，７８０ ２０，００６ △ ７７３

１，６４３，７０２ １，４２８，８９５ △ ２１４，８０６

２１２，６２５ １７７，７２４ △ ３４，９００

９１，８２７ １０１，５２０ ９，６９３

３０，０００ １００，０００ ７０，０００

－ １，０７６ １，０７６

２６３，２４３ ２３５，７９１ △ ２７，４５２

２１，２８１ ２０，０３８ △ １，２４２

８１９ ５４０ △ ２７８

７，３１３ ５，８４１ △ １，４７２

４２，７３３ ５４，１１４ １１，３８０

１７８ １０１ △ ７６

－ １６１ １６１

７，７０６ ８，１３０ ４２４

６７７，７２９ ７０５，０４１ ２７，３１１

２，３２１，４３１ ２，１３３，９３７ △ １８７，４９４

３１２，０００ ３１２，０００ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

６７，１９１ △ １，７５１ △ ６８，９４２

６７，１９１ △ １，７５１ △ ６８，９４２

６７，１９１ △ １，７５１ △ ６８，９４２

１，５４９，２４５ １，４８０，３０２ △ ６８，９４２

３４５ ６７９ ３３４

３４５ ６７９ ３３４

１，５４９，５９１ １，４８０，９８２ △ ６８，６０８

３，８７１，０２３ ３，６１４，９１９ △ ２５６，１０３

（  純  資  産  の  部  ）

資 本 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

評価・換算差額等

利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計

増    減 (△)

株 主 資 本

負 債 合 計

固 定 負 債

買 掛 金

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

科　　　　　　　　　目

(　 負 　債　 の 　部 　)

第   ９   期第   ８   期

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

未 払 金

前 受 収 益

短 期 借 入 金

受 注 工 事 損 失 引 当 金

関 係 会 社 長 期 借 入 金

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

1 年 以 内 に 期 限 到 来 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金

預 り 金

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

未使用テレホンカード引当金

リ ー ス 債 務
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(単位 百万円)

１，７９５，２０２ １，７３５，６９３ △ ５９，５０８

１，７７０，８１９ １，７１９，１７３ △ ５１，６４６

４３３，１９１ ４３６，０６４ ２，８７３

１９，５７８ １８，４４８ △ １，１３０

５０３，５５７ ４８３，４４７ △ ２０，１１０

８１，２６６ ６９，５１１ △ １１，７５５

１０１，５４８ ９６，６１９ △ ４，９２８

４８，８５２ ５０，７８８ １，９３５

４３９，０８８ ４１８，６２４ △ ２０，４６４

４２，１３９ ４３，４７７ １，３３８

３０，７５２ ３１，８７４ １，１２１

７０，８４４ ７０，３１８ △ ５２６

２４，３８２ １６，５２０ △ ７，８６２

１５６，３１３ １６５，５３９ ９，２２５

１６０，２１２ １６８，１３４ ７，９２１

△ ３，８９８ △ ２，５９５ １，３０３

２０，４８３ １３，９２４ △ ６，５５８

７６，８５６ ５９，４８７ △ １７，３６８

７ ３９ ３２

２３，９７９ ７，０７０ △ １６，９０８

４７，７５３ ４５，８７６ △ １，８７７

５，１１５ ６，５０１ １，３８５

４３，３２８ ４８，５１５ ５，１８７

１８，５７２ ２４，７４６ ６，１７４

２１，０４４ １８，０３７ △ ３，００７

３，７１１ ５，７３２ ２，０２０

５４，０１１ ２４，８９６ △ ２９，１１４

４６，８２０ １５６，７７９ １０９，９５９

４６，８２０ １９，４９７ △ ２７，３２２

－ １３７，２８１ １３７，２８１

１３，１２７ １１１，７１９ ９８，５９２

１３，１２７ １３，７８２ ６５５

－ ６０，１０６ ６０，１０６

－ １３，１２０ １３，１２０

－ ２４，７０９ ２４，７０９

８７，７０４ ６９，９５７ △ １７，７４７

△ ２６，４１７ △ １５，７８９ １０，６２８

８５，７８７ １２３，４８８ ３７，７０１

２８，３３３ △ ３７，７４２ △ ６６，０７６

第   ９   期第   ８   期

増   減 (△)
平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

 ３．比 較 損 益 計 算 書 

電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益

物 件 貸 付 料

固 定 資 産 除 却 費

科 目

営 業 費

運 用 費

施 設 保 全 費

共 通 費

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

附 帯 事 業 営 業 損 失 (△)

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

雑 収 入

受 取 利 息

営 業 費 用

附 帯 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益

管 理 費

試 験 研 究 費

減 価 償 却 費

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

関 係 会 社 株 式 等 評 価 損

リ ー ス 会 計 基 準 の
適 用 に 伴 う 影 響 額

当期純利益又は当期純損失(△)

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

通 信 設 備 使 用 料

租 税 公 課

雑 支 出

特 別 利 益

物 件 貸 付 費 用

支 払 利 息

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

未 使 用 テ レ ホ ン カ ー ド
引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 臨 時 償 却 費
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前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 70,112 70,112 1,552,166 396 396 1,552,563

当期変動額

剰余金の配当（注） △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

役員賞与金（注） △ 55 △ 55 △ 55 △ 55

当期純利益 28,333 28,333 28,333 28,333

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 50 △ 50 △ 50

－ － － △ 2,921 △ 2,921 △ 2,921 △ 50 △ 50 △ 2,972

312,000 1,170,054 1,170,054 67,191 67,191 1,549,245 345 345 1,549,591

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度  （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 67,191 67,191 1,549,245 345 345 1,549,591

当期変動額

剰余金の配当 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

当期純利益 △ 37,742 △ 37,742 △ 37,742 △ 37,742

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

334 334 334

－ － － △ 68,942 △ 68,942 △ 68,942 334 334 △ 68,608

312,000 1,170,054 1,170,054 △ 1,751 △ 1,751 1,480,302 679 679 1,480,982

 ４．株主資本等変動計算書 

当期変動額合計

株主資本

資本剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

資本金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

当期末残高

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期変動額合計

当期末残高
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(単位　百万円)

１，１４０，０９８ １，０１６，６６７ △ １２３，４３０ △ １０．８

３０４，９６１ ３８５，８７６ ８０，９１４ ２６．５

１６５，６３０ １５８，２９４ △ ７，３３６ △ ４．４

２７，６３０ ２７，２３５ △ ３９５ △ １．４

１５６，８８０ １４７，６２０ △ ９，２６０ △ ５．９

１，７９５，２０２ １，７３５，６９３ △ ５９，５０８ △ ３．３

１５６，３１３ １６５，５３９ ９，２２５ ５．９

１，９５１，５１５ １，９０１，２３２ △ ５０，２８２ △ ２．６

△ １７．９

△

８．３△

２０．５

６６４，８００

１１６，３１５

１５４，７９８

６０，０３７△

３０，０８５

３３，７７１△

△

（再）相互接続通話料

７２４，８３７

１４６，４００

１８８，５７０

音声伝送収入（ＩＰ系除く）

専 用 収 入 （ Ｉ Ｐ 系 除 く ）

営 業 収 益 合 計

電 報 収 入

そ の 他 の 電気 通信 事業 収入

附 帯 事 業 営 業 収 益 合 計

電 気 通 信 事業 営業 収益 合計

Ｉ Ｐ 系 収 入

（再）基  　本 　 料

（再）通 　 話 　 料

第   ８   期

科　　　　　　　目

第   ９   期

増　減　額 増 減 率

（△） （％）

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

 ５．営    業    実    績 
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(単位　百万円)

Ⅰ

８７，７０４ ６９，９５７ △ １７，７４７

４５５，１５６ ４３２，０７１ △ ２３，０８４

２０，２９１ ２０，３０４ １３

－ △ １３７，２８１ △ １３７，２８１

－ ６０，１０６ ６０，１０６

－ ２４，７０９ ２４，７０９

△ ８４，７５２ △ ６９，７０６ １５，０４６

△ ３８，７０６ ６８，９４５ １０７，６５２

６，５１６ ６，８１５ ２９９

△ １６，２５９ △ ２７，９２２ △ １１，６６３

２，８０５ － △ ２，８０５

２，８９６ △ ９３７ △ ３，８３４

△ ９３，６６５ １２，２９８ １０５，９６４

３４１，９８７ ４５９，３６１ １１７，３７４

２３，９８６ ７，１０９ △ １６，８７６

△ １８，２１１ △ ２５，００３ △ ６，７９１

△ １２，８３６ ２９，８５９ ４２，６９６

３３４，９２６ ４７１，３２８ １３６，４０２

Ⅱ

△ ４１６，２７７ △ ３６３，８２６ ５２，４５０

５９，３９６ ２４，６３１ △ ３４，７６４

△ ６，４５２ △ ６，６６５ △ ２１２

３，１４７ １０１ △ ３，０４６

△ ３５５ １，０１８ １，３７４

△ ３６０，５４１ △ ３４４，７４０ １５，８０１

Ⅲ

２２９，２５０ １２４，０００ △ １０５，２５０

△ １９３，７４６ △ ２１２，６２５ △ １８，８７８

△ １５，０００ ７０，０００ ８５，０００

－ △ １，１１５ △ １，１１５

△ ３１，２００ △ ３１，２００ －

△ １０，６９６ △ ５０，９４１ △ ４０，２４４

Ⅳ △ ３６，３１２ ７５，６４６ １１１，９５８

Ⅴ １００，５５６ ６４，２４４ △ ３６，３１２

Ⅵ ６４，２４４ １３９，８９１ ７５，６４６

固 定 資 産 臨 時 償 却 費

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 又 は 減 少 額

短 期 借 入 に よ る 増 減 額

配 当 金 の 支 払 額

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 等 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 損

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

た な 卸 資 産 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

仕 入 債 務 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

未 収 消 費 税 等 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

未 払 消 費 税 等 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

科　　　　　　　　　目

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 引 前 当 期 純 利 益

第   ９   期

法 人 税 等 の 受 取 又 は 支 払 （ △ ） 額

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

第   ８   期

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

売 上 債 権 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

小 計

増　　　減（△）

リ ー ス 会 計 基 準 の 適 用 に 伴 う 影 響 額

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出
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７ ．役 員 の 異 動 

 

(1) 新任取締役候補 

伊 東  則 昭 （㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 取締役執行役員 経営企画部長） 

 

(2) 代表取締役予定者 

① 代表取締役社長予定者 

    代表取締役副社長     大 竹  伸 一 

 

② 代表取締役副社長予定者 

    代表取締役副社長     井 上  裕 生 

                 伊 東  則 昭 

 

 

（注）・現代表取締役社長の森下俊三氏については、当社取締役相談役とする予定です。 

・役員の異動は内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、内容が定まった時点で発表 

いたします。 

 

以  上 


